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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

別添１－２

今帰仁村水道事業経営戦略

団 体 名 ： 　今帰仁村

事 業 名 ： 　水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日
昭和51年　9月25日（簡易水道事

業）
計 画 給 水 人 口 9,940

現 在 給 水 人 口 8,804

有 収 水 量 密 度 0.3089

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数 3か所

配水池設置数 12か所

施 設 能 力 4,344 ㎥／日 施 設 利 用 率 85.45

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　本村の水道料金は、基本料金と使用した水量に対して料金が加算される超過料金（従量料金）の
合計額にメーター使用料（口径別）を加え算出しています。現行の料金体系は以下（料金表）のとお
りです。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

令 和 4 年 6 月

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用企業（全部適用）
適用年月日：平成２９年４月１日

施 設 数 管 路 延 長 225.53
千ｍ

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

　本村は簡易水道事業として5地区に給水を行ってきましたが、区域が多い事により施設管理及び事務効率が悪く、
多大な時間や事業費がかかっていました。事業費削減等を図るため次の統廃合を推進してきました。それでも給水収
益で費用を賄うことができなかったため、令和4年6月に料金改定を行いました。

当初 平成14年 平成18年 平成29年
区域 5区域 4区域 3.区域 全域

ポンプ場 10箇所 10箇所 10箇所 8箇所
配水池 14箇所 14箇所 14箇所 12箇所

　　　　　　　　※ 5区域（諸志・謝名・仲宗根・天底・湧川）地区
　　　　　　　　※ 4区域（諸志・仲宗根・天底・湧川）地区
　　　　　　　　※ 3区域（諸志・天底・湧川）地区

　民間活用については、休日の施設点検業務を外部委託しています。　

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

'本村水道事業の経営状態について、令和５年度の経営比較分析表を用いて分析すると、以下のとおりです。

・経常収支比率は令和4年度以降に１００％を超えており、経常的な費用を水道料金等の収益で賄えていることを示
しています。しかし令和5年度は106％と100％と近い数値で推移しています。また、累積欠損金比率が、類似団体
と比較して高いため、今後も収益の確保及び費用の削減が必要です。

・管路の状況について、有形固定資産減価償却率は30.88％（類似団体51.38％）、経年化率は13.43％（類似団体
21.60％）、管路更新率は0.33％（類似団体0.56％）となっており、簡易水道の統合に向けた施設整備（更新）を
行ってきたため類似団体と比べても低い値となっており、老朽化の状況は改善されているといえます。しかし、水道
施設が点在していることから規模に比べ保有している資産が多い状態にあり、今後も法定耐用年数を経過する施設等
も多く財源の確保が必要です。

・一方、施設整備の影響により企業債の発行が増加したため、企業債残高対給水収益比率が607.57％（類似団体
515.14％）と類似団体を大きく上回っています。また、累積欠損金比率が96.72％（類似団体27.85％）とこちら
も類似団体を大きく上回っており、経営圧迫の状況が続く見込みであることが大きな懸念となります。

　本村の水道事業は1課2係、職員５人で業務を行っていますが、本村の
給水区域は起伏が多い事。また、村の北東1.5km海上の古宇利島があり、
8箇所の増圧ポンプ場及び12箇所の配水池が点在しているため、管理範囲
が広く職員1人あたりの業務負担が大きい状況です。
　年齢別の職員数をみると、若手職員が増えてきており人材育成が必要で
す。しかし、３年毎に人事異動がありノウハウの蓄積がしづらい事が問題
です。

各係の主な業務内容は次のとおりです。
・業務係・・予算決算等及び日常の経理処理、水道料金徴収などの業務
・工務係・・施設の維持管理、工事に関する事などの業務

年齢別構成（単位：人）

年齢 業務係 工務係 合計

61歳～ 人 人 人

51～60歳 1人 人 1人

41～50歳 人 1人 1人

31～40歳 人 1人 1人

～30歳 1人 1人 2人

合計 2人 3人 5人
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

給水人口の予測

水需要の予測

料金収入の見通し

　本村の給水人口は令和3年度の実績値8,937人から令和17年度に9,023人となり86人増加する見通しです。
※推計の基本となる村内人口は「今帰仁村水道事業基本計画」の予測値を参考にしています。

用途別の水需要を以下の通り予測します。

　家庭用・・・給水人口の予測2-（1）に連動して増加する見通しです。
　営業用・・・令和7年度7月下旬にテーマパークが開業することにより年間18,250㎥の増加を見込んでいます。
　　　　　　　近隣にホテルの建設予定があり、さらなる水需要が望めますが、開業時期及び水量の予測ができないため、
　　　　　　本経営戦略では加味していません。
　官公署用・・これまでと同水準を見込む
　共用・・・・これまでと同水準を見込む
　臨時用・・・これまでと同水準を見込む

　用途別の給水収益は、水需要2-(2)と同様に推移する見通しです。令和4年度の料金改定により令和4年度から令和5年度は黒字決算とな
りましたが、令和6年度から令和7年度にかけて沖縄県企業局からの受水費の値上及び昨今の物価高騰により令和6年度から、赤字に転落す
る見通しです。
　次の料金収入の見通しグラフには、令和8年6月より1㎥あたり税込み36.81円（沖縄県企業局からの受水費値上単価）の料金改定したグ
ラフを記載しています。



（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

組織の見通し

　本村水道事業の基本理念は以下のとおりです。

　　基本理念「安全で安心な水を安定して供給する水道」

　基本理念のもとに、厚生労働省の「新水道ビジョン」内に掲げられている「安全」「強靭」「持続」という3つの観点を踏襲し、以
下の通り基本方針を設定します。

　　安全・・・安全で安心して飲める水道
　　　　　　　〇安全な水の供給（水質管理の強化、実測調査による把握、水安全計画の実施、給水装置の適正な管理）

　　強靭・・・強靭な水道システムの構築
　　　　　　　〇安定供給のための施設整備（配水管の整備、基幹管路の耐震化、重要施設の耐震化）
　　　　　　　〇災害対策の推進（応急給水、復旧体制の整備）
　　　　　　　〇水道施設監視システムの構築（遠方監視制御設備、計装設備及び監視カメラの整備）

　　持続・・・いつまでも持続出来る水道
　　　　　　　〇お客さまサービスの向上（貯水槽水道設置者に対する管理状況調査の推進等）
　　　　　　　〇経営の健全化（経営改善の推進、計画的な投資、経営戦略の見直し、事業計画の見直し、
　　　　　　　　水道事業ガイドラインの活用）
　　　　　　　〇組織体制・技術の継承（ベテラン職員の活用等による技術力の確保及び強化）
　　　　　　　〇水道使用者とのコミュニケーション推進（浄水場見学の促進）
　　　　　　　〇環境に配慮した事業運営（建設副産物のリサイクル推進）

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
　安心・安全な水の安定供給が行えるよう、災害等に強い設備整備のため計画的な更新工事を行いま
す。

　組織、職員数とも現行の体制を予定しています。また外部研修等を活用し、技術職員や経理職員の育成を努めていきます。
　少ない職員数で運営しているのは効率的であるといえますが、職員一人当たりの負担が大きいともいえます。
　職員負担を抑え、水道サービスを向上させるためには増員することが望ましいが、収益状況を踏まえると厳しい状況にあり、必要
に応じ民間委託を検討します。

　令和9年度までは、策定済みの「簡易水道施設整備補助事業に係る年度別整備計画」を基に整備事業費を見込んでいます。
　令和9年度から令和18年度は提出予定の「簡易水道施設整備補助事業に係る年度別整備計画」、それ以降は保有固定資産の法定耐
用年数を経過した資産の更新を行う予定です。
　ただし、2019年以降に布設した管路につきましては日々の点検等の予防保全により長寿命化を図ることにより60年で更新する予
定です。各年度の事業費の以下のとおりです。

計画期間内の整備事業費（投資見込額）（単位：千円）　　※消費税込み

年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

取水施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

導水施設 14,401 12,000 0 0 0 0 0 0 0 0

浄水施設 0 0 0 43,870 11,556 0 0 0 0 0

送水施設 3,423 2,852 0 0 0 0 0 0 0 0

配水施設 162,176 135,148 40,900 105,130 153,444 159,000 410,000 113,000 238,000 197,000

中央監視施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業費合計 180,000 150,000 40,900 149,000 165,000 159,000 410,000 113,000 238,000 197,000



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
水道事業の健全な運営を行うために料金の改定等を行い、累積欠損金の解消に努めます。

広 域 化
　沖縄県の水道広域化に関する取組に沿って検討・実施していきます。現在は県主催の各種勉
強会等に参加したり、周辺自治体との情報共有を行ったりすることで実現に向けたノウハウを
蓄えているところです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

　現在、休日の施設管理を民間に委託していますが、今後は委託範囲の拡大等を検討すること
で業務の効率化を図っていきます。
包括的民間委託については効率性を計りながら、可能な業者を探していきます。
PPP/PFIについては可能な業者を探していきます。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　各地区の簡易水道を統合した現在の状況に合わせてアセットマネジメントを策定していきま
す。そのなかで中長期の更新需要見通しを試算していき、ダウンサイジングや長寿命化計画等
によりトータルコストの縮減や平準化を図っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　地理的状況や人口推測などを踏まえ、将来的に必要な供給能力に見合う施設サイズに合わせ
ていくために、施設廃止・統合による抜本的な施設規模の適正化を図っていきます。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　今後の施設・設備更新をおこなっていくなかで、経済性の優れた管に代替したりする、など
需要に応じた合理的な整備を検討していきます。

そ の 他 の 取 組
　検針業務の効率化並びにお客様サービスの向上のため、水道スマートメータの導入を検討し
ます。

財源積算の考え方は以下のとおりです。
　・料金収入・・・前述「2.将来の事業環境（3）料金見通し」のとおり、令和8年6月に料金改定（税込47円/㎥）として試算
　・企業債・・・・補助事業の50％
　・繰入金・・・・統合水道に係る統合前の簡易水道建設改良に要する経費の1/2及び地方公営企業法適用に要する経費の1/2
　　　　　　　　（元利償還金）
　・国庫補助・・・補助事業の50％

　主な経費積算の考え方は以下のとおりです。
　・委託料・・・令和7年度予算額及び定期的に発生予定の額
　・修繕費・・・過去3年（令和３～令和5年度）決算額の平均
　・受水費・・・（年間配水量（予測）-地下水などの自己水源（過去3年平均））×受水単価で算出した額
　・人件費・・・令和7年度予算額
　・動力費・・・令和7年度予算額に、毎年度物価上昇率1％を加味した額

※・料金収入・・・前述「2.将来の事業環境（2）水需要の予測」のとおり、令和7年7月のテーマパークの開業予定につき、近隣に
ホテルの建設予定があり水需要は増加する予定です。



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

料 金
　収支見込みを定期的に査定し、適正な料金設定の検討を継続的に行っていきます。また、滞
納整理の強化及び納付しやすい環境整備を行うことで収納率向上を図っていきます。

企 業 債
　収入に応じた償還可能額とのバランスを取りながら、過大な発行を行わないように管理して
いきます。

繰 入 金 　今後も、総務省が示している繰出基準に応じて算定します。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

　施設統合により、遊休資産が発生した場合、売却や貸付による収入増を図ります。

そ の 他 の 取 組 　特になし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　本村では、策定した本計画についてＰＤＣＡサイクルに基づき計画の進捗管理を行うととも
に、今後の社会情勢・経営状況等による計画変更などの事態も踏まえて5年後に見直しを行い
ます。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 275,520 272,061 273,443 318,827 325,856 325,930 325,910 325,928 326,127 326,364 326,507 326,687
(1) 274,857 271,364 272,728 318,201 325,230 325,304 325,284 325,302 325,501 325,738 325,881 326,061
(2) (B) 1 1
(3) 663 696 714 626 626 626 626 626 626 626 626 626

２． 153,703 159,611 149,760 147,443 142,898 138,948 134,818 129,201 128,760 126,287 119,718 116,036
(1) 11,850 11,557 11,584 10,936 10,259 9,610 8,965 8,307 7,618 6,918 6,214 5,519

11,850 11,557 11,584 10,936 10,259 9,610 8,965 8,307 7,618 6,918 6,214 5,519

(2) 141,824 148,033 138,154 136,486 132,618 129,317 125,832 120,873 121,121 119,348 113,483 110,496
(3) 29 21 22 21 21 21 21 21 21 21 21 21

(C) 429,223 431,672 423,203 466,270 468,754 464,878 460,728 455,129 454,887 452,651 446,225 442,723
１． 375,687 408,060 412,398 416,369 415,689 406,351 401,511 396,264 406,397 391,364 387,802 397,463
(1) 12,670 12,586 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495 13,495

7,105 7,158 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300 7,300
2,423 2,222 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874 2,874
3,142 3,206 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321 3,321

(2) 127,272 151,930 165,395 171,149 162,976 168,217 169,231 171,354 181,101 167,748 173,534 187,990
21,453 28,564 28,182 28,464 28,748 29,036 29,326 29,619 29,916 29,916 29,916 29,916
11,834 11,764 14,092 12,499 12,499 12,499 12,499 12,499 12,499 12,499 12,499 12,499

615 546 910 656 656 656 656 656 656 656 656 656
93,370 111,056 122,211 129,530 121,073 126,026 126,750 128,580 138,030 124,677 130,463 144,919

(3) 235,745 243,544 233,508 231,725 239,218 224,639 218,785 211,415 211,801 210,121 200,773 195,978
２． 26,445 25,442 24,455 22,866 21,827 20,572 19,594 18,630 17,587 17,149 15,946 15,063
(1) 23,699 24,391 23,401 21,872 20,894 19,698 18,779 17,875 16,894 16,520 15,381 14,561
(2) 2,746 1,051 1,054 994 933 874 815 755 693 629 565 502

(D) 402,132 433,502 436,853 439,235 437,516 426,923 421,105 414,894 423,984 408,513 403,748 412,526
(E) 27,091 △ 1,830 △ 13,650 27,035 31,238 37,955 39,623 40,235 30,903 44,138 42,477 30,197
(F) 1 3
(G) 22 22
(H) △ 21 △ 19

27,091 △ 1,851 △ 13,669 27,035 31,238 37,955 39,623 40,235 30,903 44,138 42,477 30,197
(I) △ 266,487 △ 268,338 △ 282,007 △ 254,972 △ 223,734 △ 185,779 △ 146,156 △ 105,921 △ 75,018 △ 30,880 11,597 41,794
(J) 208,882 221,988 233,287 326,601 423,622 525,618 627,642 724,832 834,958 928,398 1,024,315 1,099,929

32,147 26,982 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991 24,991
(K) 379,263 366,315 364,417 351,360 353,304 358,284 379,804 385,317 398,536 396,239 399,161 408,064

89,705 89,200 88,115 84,851 85,337 86,582 91,962 93,340 96,645 96,071 96,801 99,027

18,207 7,226 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692 9,692
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 275,520 272,060 273,442 318,827 325,856 325,930 325,910 325,928 326,127 326,364 326,507 326,687

(N)

(O)

(P)

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
法 定 福 利 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 97 △ 98 △ 102 △ 79 △ 68 △ 56 △ 44 △ 32 △ 22 △ 9 4 14

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 75,000 119,600 90,000 75,000 20,400 74,400 82,300 79,500 205,000 56,300 116,900 95,900

２． 44,606 44,852 44,590 44,058 42,425 42,669 43,291 45,981 46,670 47,161 46,552 45,757

３．

４．

５．

６． 75,000 119,600 90,000 75,000 20,450 74,500 82,500 79,500 205,000 56,498 117,013 96,001

７． 1 1

８．

９． 1 1

(A) 194,606 284,054 224,592 194,058 83,275 191,569 208,091 204,981 456,670 159,959 280,465 237,658

(B)

(C) 194,606 284,054 224,592 194,058 83,275 191,569 208,091 204,981 456,670 159,959 280,465 237,658

１． 182,652 284,798 222,420 150,002 40,899 148,998 165,000 159,001 410,001 113,000 238,000 197,000

16,193 22,284 20,988 20,987 20,987 20,987 20,987 20,987 20,987 20,987 20,987 20,987

２． 89,213 90,230 89,200 88,115 84,851 85,337 86,582 91,962 93,340 96,645 96,071 96,801

３．

４．

５． 2 2

(D) 271,865 375,030 311,622 238,117 125,750 234,335 251,582 250,963 503,341 209,645 334,071 293,801

(E) 77,259 90,976 87,030 44,059 42,475 42,766 43,491 45,982 46,671 49,686 53,606 56,143

１． 77,259 77,011 77,587 39,300 42,475 38,053 38,051 40,814 30,094 46,609 44,667 49,021

２．

３．

４． 13,965 9,443 4,759 4,713 5,440 5,168 16,577 3,077 8,939 7,122

(F) 77,259 90,976 87,030 44,059 42,475 42,766 43,491 45,982 46,671 49,686 53,606 56,143

(G)

(H) 1,669,954 1,699,850 1,700,124 1,687,009 1,622,558 1,611,620 1,607,338 1,594,876 1,706,537 1,666,192 1,687,021 1,686,120

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

11,850 11,557 11,584 10,936 10,259 9,610 8,965 8,307 7,618 6,918 6,214 5,519

11,850 11,557 11,584 10,936 10,259 9,610 8,965 8,307 7,618 6,918 6,214 5,519

11,850 11,557 11,584 10,936 10,259 9,610 8,965 8,307 7,618 6,918 6,214 5,519

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

補

塡

財

源

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出


